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繰延法人税の資金的性格
佐 藤 即 興
ユ．序
　貸借対照表に計上される繰延法人税，ことに貸方繰延法人税は企業資金の
源泉と言い得るかどうか。この点を検討するのが本稿の課題である。
　繰延法人税は資金の源泉であると論じたのはハーバード大学のD．F．ホ
　　　　　　　（1）
一キンスである。彼は貸借対照表を資金の源泉と運用の表と看博し，この立
場に立って，繰延法人税は資金の源泉であるから貸借対照表の貸方に計上す
ることが出来る，と主張した。ところが，かって，A．　B．カーソンが，同
じ資金的立場に立って，貸借対照表において資金フローの姿をより良く示す
ためには繰延法人税を計上しない会計処理法を採用すべきと論じているので
　　（2）
ある。同じ立場一本稿では，これを資金的貸借対照表観と呼ぶ一に立つ
（1）　David　E　Hawkins，　“Controversial　accounting　changes’1　Harvard　Bus　iness
　Review；’March－Apri11968，　pp．20－41．　およびHawkins，“Deferred　Tax：
　Source　of　Non－Operating　Funds”，　Financlat　Executive，　February　1969．
（2）　A．　B．　Carson，　“A　‘Source　and　Application　of　Funds’　Philosophy　of　Finan－
　cial　Accounting．”　The　Accounting　Review，　April　1949，　pp．　159－170．
　　カーソンの資金的会計観については，拙稿『資金的会計観としてのカーソン説』，
　岡山大学経済学会雑誌第13巻第1号，47～67ページを参照されたい。本稿は繰延法人
　税に関するカーソンの主張を補足する意味を持っている。
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二人ゐ論者が同一の事柄について異なる結論を導いている。この違いが何処
から生じたのかが明らかにされねばならない。
　そこで本稿では，このジレンマを解くために，まず，繰延法人税なる項目
が如何なる会計手続の結果生ずるのかを明らかにする。次いで，対立する会
計観の中での資金的貸借対照表観の特徴を明らかにし，ホーキンスが資金的
貸借対照表観に立っていることを示す。最後に，資金的貸借対照表観からの
ホーキンスの繰延法人税計上の論拠を検討することによって，繰延法人税の
資金的性格について明らかにしてみたい。
　　2。繰延法人税に関する基礎的理解
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）　租税は，産業政策上，企業を育成す．るひとつの助成政策として用いられる。
たとえば，特定産業に対する適用税率を軽減するのは，その典型的な例であ
る。この他にも，特定の益金を課税所得に算入するのを免除することによっ
て，租税の一部を軽減することがなされる。技術等海外取引に係る所得の特
別控除はこの例である。さらに，益金の認識のタイミングを遅らせる，ある
いは，損金の認識のタイミングを早めることによって，課税を無利息で繰延
べることによって恩典を与えることもなされる。租税目的で特別償却を容認
するのはこの例である。
　繰延法人税の問題が生ずるのは，企業が，無利息での課税繰延の恩典を利
用した場合である。益金認識のタイミングを早める，あるいは，損金認識の
タイミングを遅らせるとは，採用可能な代替的会計処理方法に比べて，益金
への算入が遅い，あるいは損金への算入が早いということを意介する。たと
えば租税目的で加速度償却を採用した場合の損金算入の遅れと，それが法人
（3）武田昌輔著，『新版税務会計通論』，昭和47年，14ページ。
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税支払額に及ぼす効果は次のように要約される！4）
納税申告書 会計報告書
年度 収益灘償職齢叢収益減価償却費法人税費用蘂轄無
1・一一・一・・　＄　10，000
2・・一・・…　10，　OOO
3・一一一一・・　10，000
4・・一・・…　10，　OOO
5・・一・一・・　10，　OOO
6・・一・・…　10，　OOO
7・・一・一・・　10，　OOO
8・・・・・…　　　　ユ0，000
9・・一・一・・　10，　OOO
10・・一・一・・　10，　OOO
＄10，　OOO　一〇一
10，　OOO　一〇一
10，　OOO　一〇一
10，　OOO　一〇一
10，　OOO　一〇一
一〇一　＄　5，000
－O一　5，　OOO
－O一　5，　OOO
－O一　5，　OOO
－O一　5，　OOO
＄　10，000
　10，　OOO
　IO，　OOO
　10，　OOO
　10，　OOO
　10，　OOO
　ユ0，000
　10，　OOO
　10，　OOO
　10，　OOO
＄　5，　OOO
　5，　OOO
　5，　OOO
　5，　OOO
　5，　OOO
　5，　OOO
　5，　OOO
　5，　OOO
　5，　OOO
　5，　OOO
＄　50，　OOO
＄　2，　500　＄　2，　500
　2，　500　5，　OOO
　2，　500　7，　500
　2，　500　10，　OOO
　2，　500　12，　500
　2，　500　10，　OOQ
　2，　500　7，　500
　2，　500　5，　OOO
　2，　500　2，　500
　2，　500　一〇一
＄100，000　＄50，000　＄25，000　＄100，000＄25，000　一〇一
　この例は，取得原価＄50，000の設備を購入し，その原価総額に対して，会
計目的では10年間の均等償却を実施するが，税目的では5年間の加速度償却
を実施すると仮定している。収益は毎年＄10，000であり，税率を50％とすれ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t
ば，最初の5年間は税目的で計算される課税所得はゼロであり，この聞は法
人税を支払わずともよいが，後半の5年間になると毎年＄5，000の納税をお
こなわなければならない。税目的で均等償却が強制される場合に比べると，
納税延期の効果は最初の5年間で＄12，500に達し，その後減少して最終的に
はゼロになる。通年では両方法とも同額の法入税を計上することになるが，
加速度償却を採用することは，税支払いが無利息で繰延べられるという恩典
を二二せしめるのである。
（4）米国でこの問題が生じたのは1950年のことである。朝鮮戦争の勃発に際して時の連
　邦政府は，新しい戦争関連設備　（emergency　facilities）に対して，税目的で60ヶ
　月で償却することを認めた。
　　David　F．　Hawkins，　Corporate　Financial　Reporting，　Text　and　Cases，　1971，
　pp．　260－261．
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　同様のことは次のような会計政策を採用することによっても生ずる。
　1．割賦販売を行い，税目的では回収基準を採用するが，会計目的では
　　販売基準を採用する。
　2．研究開発費を，会計目的では繰延経理するが，税目的では一時に損金
　　経理する。
　3．長期請負工事に関し，会計目的では工事進行基準を採用するが，税目
　　的では完成基準を採用する。
　このような会計政策を採用すれば，同一取引に関して，会計上の収益あるい
は費用と税務上の益金あるいは損金の年度帰属に差異ができる。この差異を
どのように処理すればよいのか。割賦販売を例にとってこの年度帰属差異の
　　　　　　　　　　　　　（5｝会計処理を明らかにしてみよう。
　スミス氏が次の条件でフリーザーを割賦販売すると仮定する。
　1．原価は＄360。
　2．頭金なしで毎月均等額＄10を36回払いする。
　3．利益率は20％すなわち売価は＄432。
　割賦販売の収益認識基準として販売基準を採用することも回収基準を採用
することも可能である。そこで，販売基準を採用した場合の利益と回収基準
を採用した場合の利益を対比して示せば次のようになる。
　　　　　　　　　　　　　　　販売基準　　　回収基準
　　　　　　　　1968・一一・一・一一一・一一：一　＄72　＄24
　　　　　　　　1969一・一・一一・一一一一一　一　24
　　　　　　　　1970・一t一一一・一一一一一・　一　24
合計・・ ＄　72 ＄72
（5）Hawkins　1968で示された例を用いた。
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　販売基準によれば割賦商品を引渡した年度，すなわち1968年に＄432の売
上収益を認識し＄72（原価＄360×利益率20％）の利益を計上する。これに
対して回収基準によれば各年に＄144の収益を認識する結果，各々＄24（＄144
一＄120）の利益を計上することになるのである。
　ところで，同一取引に関して税目的と会計目的で異なる会計処理をするこ
とが許される場合，利益が早期に計上されてしまわない方の会計処理法を税
目的で採用することが税務対策上有利であることは明らかである。従ってス
ミス氏は税目的で回収基準を採用するのが合理的である。税目的で回収基準
　　　　　eを採用すれば税の恩典は得られるのであって，この場合，会計目的で回収基
準を採用することも販売基準を採用することもスミス氏の自由である。会計
目的でも回収基準を採用すれば収益認識に関する年度帰属差異は生じない。
しかし，スミス氏が税目的で回収基準を用い，会計目的で販売基準を用いた
場合には，両会計の間に年度帰属差異が生ずる。この場合，法人税額を計算
するのに更に二つの可能性がある。それは，税務上の利益に所定の税率を適
用して法人税を計算するのか，会計上の利益に所定の税率を適用して法人
税を求めるのかという二つの可能性である。前者の方法はフロースルー法
（flow－through　appfoach），後者の方法は包括的配分法（comprehensive
　　　　　　　　　　　　　　　（6）allocation　approach）とll乎ばれる。
　フロースルー法によれば各期の納税申告書で計算された所得を基礎にして
法国税が算定され，それをその期の法人税費用として計上するのであるから，
税率を50％とすれば，この割賦販売にかかわる損益計算は次のようになる。
この場合は繰延法人税の問題は生じない。
（6）　Hawkins　1968，　p．　24．
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　　　　　　　　　　　　　　フロースルー法
　　　　　　　　　　　　　　税引前利益　　　法人税　　　純利益
　　　　　　1968・一一一一一一一一一一・　＄72　＄12　＄60
　　　　　　1969一一一一一一一一一…一　一　12　（12）
　　　　　　1970・一一一・一一一一一一一　一　12　（12）
　　　　　　　　　　　　　　　　＄72　・　＄36　＄36　　　　　　合計
　これに対して包括的配分法によれば，会計上の利益を基礎にしてそれに見
合う法人税費用を計上することになるから，同じく税率を50％とすれば，こ
の軍職販売にかかわる損益計算は次のようになるであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　包括的配分法
　　　　　　　　　　　　　　税引前利益　　　法人税　　　純利益
　　　　　　1968一一一・一一一・一一一一　＄72　＄36　＄36
　　　　　　1969－ny一・一一一一一一一一一　一　一　一
　　　　　　1970一一・一一一一一一一＋一　一　一　一
　　　　　　　　　　　　　　　＄72　＄36　＄36
　この方法のもとで損益計算書上に計上される法人税額は，税務当局によって
課せられる金額と異なっている。この事実を仕訳するときに繰延法人税なる
勘定が開設されるのである。この例では第一年目には次のような仕訳が必要
となる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（借方）　　　（貸方）
　　　　　　　　法人税…・…………・・………　　36
　　　　　　　　　　未払法人税………・……・・……………　　12
　　　　　　　　　繰延法人税………………・一…………　　24
　そして第2年目および第3年目には次のように戻し記入が行なわれる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（借方）　　　（貸方）
　　　　　　　　繰延法人税………………」・・　12
　　　　　　　　　「法人税………………・…・……・………　　12
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　そして，
ある『）
この繰延法人税が貸借対照表の貸方に計上されることになるので
フロースルー法による税引後利益と包括的配分法による税引後利益とを比
較すれば次のようになる。一年目はフロースルー法による方が大きいが，二
年目にはそれが逆転して両方法による税引後利益は通年では同額となること
が知られる。 税引後利益の比較
　　　　　　　フロースルー法
1968・・・・・・・・…一・・　＄60
1969・・・・・・・…　一一・・　（12）
1970・・一・…　一・・…　　（12）
合計 ＄36
包括的配分法
　　＄　36
＄36
差額
＄　24
（12）
（12）
＄o
（7）APB意見書第11号は繰延法人税ぞ）貸借対照表での表示について次のように勧告し
　た。「年度帰属差異にかかわる借方繰延額および貸方繰延額はそれらの税効果に対す
　る累積的認識額を示すものであり，それ自体は通常の意思における債権あるいは債務
　を表わすものではない。それらは二つの区分一一あるものは合算して流動額とし，あ
　るものは合算して固定額として一分類されるべきである。この表示は慣習的な流動
　および固定の区別と首尾一貫するものであり，かっ，種々の繰延法人税勘定間の緊密
　な関連性を認識するものである。これら繰延法人税諸勘定のすべてが法人税費用の決
　定に関係を有している。このような借方あるいは貸方繰延の流動的部分は流動区分に
　分類される資産おしよび負債にかかわる金額であるべきである。従って，もし，割賦未
　収金が流動資産であるならば，未回収の割賦販売の税効果を表わす貸方繰延額は流動
　項目であるべきである；もし，製品保証に対して見積られた引当金が流動負債である
　ならば，その引当の税効果を示す貸方繰延額は流動項目である。」APB　Opinion
　No．　11，　Accounting　for　lncome　Taxes，　Decernber　1967，　paragraph　57．
　　FASBは，その後，資産あるいは負債に直接関連のない繰延額のあることを考慮
　して，意見書第11号を修正すると同時に，繰延額を流動・固定に区分する具体的方法
　を示した。FASB，　Statement　of　Financial　Accounting　Standards　No．　37，　Balance
　Sheet　C］assification　of　Deferred　Income　Taxes，　an　amendment　of　APB　Opinion
　No．11，　July　1980．　FASBの勧告に従えば，割賦未収金をワン・イヤー・ルールに基
　づいて流動・固定に分かち，その比率で繰延法人税を按分する。本稿の設例では，
　1968年度末の割賦未収金＄288を，一年以内に回収される部分＄144とそうでない部分
　＄144に分かち，繰延法人税＄24を｛畿と轟の比，すなわち1：1で，流動的部
　分と固定的部分に分つのである。営業循環基準に基づいて割賦未収金を分類するなら
　ば，このような按分の問題が生じないことは明らかである。
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　ところが，もしスミス氏が2年目に更にもう一台のフリーザーを割賦販売
したとしたらどうであろうか。この場合は二年目においてもフロースルー法
による税引後利益の方が大きくなるのである。
　　　　　　　　　　　　　　税引後利益の比較
　　　　　　フロースルー法
エ968……・・……・　　　＄60
1969・・…　一・一・・…　　48
1970・・一・一・一・一一・　（24）
1971・…　一一一一・一・・…　　（12）
合計　　　　　　　＄72
包括的配分法
　＄　36
　　36
＄72
差額
＄　24
　12
（24）
（12）
＄o
　そして，もしスミス氏が毎年一台ずつフリーザTを販売し続けると仮定す
れば次のような現象が生ずる。それは，包括的配分法のもとでの繰延法人税
が＄36で毎年繰越されていくことである。裏を返せば，フロースルー法のも
とでの利益が包括的配分法のもとでの利益よりも大きいままの状態が続くと
いうことである。これは年度帰属差異が直久化する可能性があることを示し
ている。そして，年度帰属差異が疸久化する場合には税の期間配分は行なわ
ないという主張も出てくる。さらにこの現象が意味するもうひとつのことは，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8｝実業界がフロースルー法を支持する根拠はここにあるということである。
．3．繰延法人税と三つの会計観
　（1）収益費用観
　米国では，1970年代に入ると，1960年代に展開された様々な学説を類型化
する動きが出てくる。その結果として，今日，相対立する三つの会計観が存
（8）　Hawkins　1968，　P・32－33．
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　　　　　　　　　　　　　｛9）在することが知られている。その第一は，収益費用観（revenue－expence
view）と1呼ばれる会計観である！ωこの会計観のいわば扇の要となる中心概念
は収益と費用である。会計手続面でも収益と費用の対応が重視される。従っ
て，この会計学のもとで第一位の位が与えられるのは損益計算書である。貸
借対照表は損益計算書に従属する地位が与えられるに過ぎない。貸借対照表
に計上される費用性資産は，未だ収益との対応が果されていない費用のスト
ックあるいは未償却の残高と説明される。また，貸借対照表は帳簿を締切っ
た後の元帳勘定残高を集計した表と解される。この意昧で，貸借対照表のこ
のとらえ方を残高表観（sheet。f　balance　view）とll乎ぶことができるので
ある巳1）
　たとえば，繰延法人税に関するE．L．ピックスの次の説明は，収益費用観
からのものである。
　その反対者の目から見た法人税配分のもう一つの欠点は，その結果として，貸
借対照表に，真の資産あるいは真の負債の資格のない項目が計上されることであ
る。しかし，貸借対照表に記載される項目は，会社の取引の流れ（stream　of
company’s　transaction）から一時的にそらされて，次年度以降の純利益決定に
用いられるために待機している金額を正しく表わしている，と言うことが出来る。
このことは棚卸資産，固定資産，繰延べられた研究開発費，未実現利益項目につ
いて当てはまる。そして，借方残高であれ貸方残高であれ，法人税を配分する結
（9）三つの会計観を，三つの貸借対照表観として最初にとらえたのはスプii一ズであろ
　う。Robert　T．　Sprouse，“The　Balance　Sheet－Embodiment　of　the　Most　Funl．
　damental　Element　of　Accounting　Theoryl，’　Financ　ial　Accounting　Theoror：　lssues
　and　Controversies，　edited　by　Zeff　and　Keller，　1971，　pp．　164－174．
　　その後，対立する会計観としてこの問題を体系的に扱う態度を初めて示したのはF
　ASBである。　FASB，“Discussion　Memorandum－An　Analysis　Qf　Issues　related
　to　Conceptual　Framework　of　Financial　Accounting：　Element　of　Financial　State－
　ment　and　their　Measurement”　1976．
（10）　FASB，　Discussion　Memorandum　1976．
（11）　Sprouse　1971．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）果として生ずる金額についても同様のことが言いうるのである。
　この会計観のもとでは，貸方繰延法人税は一種の未実現利益の繰延額を意
味する。それは，税引前利益と法人税費用の対応を重視する結果，実際に課
せられた法人税と会計上の税引前利益をもとに計算した法人税との差額とし
て生ずる。真の未実現利益と異なる点は，それが次期に利益に戻し入れられ
るのでなく，法人税費用と相殺される点にある。
　（2）資産負債観
’相対立する会計観の第二は，資産負債観（asset－1iab．ility　view）と呼ばれ
　　　　　　（13）
るものである。この会計観の中心概念は資産と負債である。ここに言う資産
とは，特定の会計主体に帰属し，貨幣的に測定できる，経済的資源を意味し，
負債とは，その経済的資源を引渡す義務を意味する。資産と負債の差額とし
て純財産が求められ，純財産の増加として純利益が定義される。この会計観
を代表する会計報告書は貸借対照表である。貸借対照表には資産および負債
という，この会計観を代表する項目が収容されている。更に，貸借対照表は
財産状態（financial　condition）を表示する有用な会計報告書である。この点
を重視して，この会計観のもとでの貸借対照表観を，特に，財産状態表観と
　　　　　　　　（1勾
呼ぶことができる。
　ムーニッツの次の叙述は資産負債観に立った繰延法人税の解釈である。
　数年をカバーする財務諸表においてこの原則（法人税費用は会計上の利益に基
づいて計算するという原則……佐藤註）は二つのタイプの適用例を生み出す。す
（12）　Ernest　L．　Hicks，　“lncome　Tax　Allocation．”　Financ　ial　Executive，　October
　1963，　p．47．
（13）　FASB，　Discussion　Memorandum　1976．
（14）　Sprouse　1971．
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なわち，法人税債務が当年度の納税申告書で確定した額を超えて認識される場合
と，当年度の法人税要支払額が会計上認識された利益に係わらしめて計算された
額を超える場合である。前者の場合には法人税債務の“繰延べ”が生じる；後者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）’の場合には，我々は，諸資産の中に当該“前払い”を見い出すのである。
　ムーニッツは，この繰延法人税を債務とみなし，「合衆国財務省からの借
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）入れ（10an　from　the　U．　S．Treasury）」と性格づけている。
（3）資金観
　対立する会計観の第三は，資金観あるいは資金的会計観と呼ばれるもので
あるli7）この会計観のもとでの中心概念は資金（funds）であり，資金計算書が
この会計観を代表する計算書としての地位を占める。この会計観のもとで，
貸借対照表は一定時点における企業資金の調達源泉と運用形態を示す計算書
と理解される。貸借対照表に関するこのような理解を，資金的貸借対照表観
（15）　Maurice　Moonitz，　“Income　Taxes　ln　Financial　Statement．”　Th，e　Accounting
　Reviw，　April　195Z　p．　183・
（16）　Moonitz　1957，　p．　181．
　　更に彼は三年後に発表した論文でこの考えを補強している。彼は負債の要件として
　次の四つを挙げる。
　1．将来，貨幣の支払いあるいは債権者が受取ることを同意するような等価物の引渡
　　しを引起こすこと。
　2．過去の取引の結果生じたものであって，将来の取引の結果生ずるものではないこ
　　と。
　3．その金額が計算できる，あるいは，確実性の高い見積りが可能であること。
　4．複式簿記の枠内で取扱えること。
　　ムーニッツは繰延法人税がこの四つの要件を満していると結論する。Maurice
　Moonitz，　“Changing　Concepts　of　Liabilities．”　The　Journal　of　Accounlancy，
　May　1960，　pp．　41－46．
（17）FASB　Discusion　Memorandum　1976　ではこれを第三の会計観（the　third　view）
　と名づけているに過ぎない。私はこれを資金観あるいは資金的会計観と名づけた。funds
　flow　view，　funds　flow　approachあるいはfunds　flow　thinkingに相当する用語とし
　て「資金観」を用いるのが適当と考える。
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　　　　　　　　　　（18）
と呼ぶことが出来る。たとえば，
立ったものである。
ホーキンスの次の叙述は，資金的会計観に
　現代の会計実務は，一企業に投下された資本の記録を二面的視点，すなわち，
資金の源泉と運用の視点から継続的に記録することに次第に関心を持つようにな
っている。この場合の資金は全ての財務的資源といつように広く定義される。こ
の関心は最近の会計理論および実務と調和している。すなわち，資産を企業内に
投下された資金，負債および純財産を，それによ？て企業外部から得られた財務
的資源の源泉とみなそうとするのである。結果として，貸借対照表は特定時点に
おける企業外部源泉から得られた資金の形態と，それら資金（および他の資産を
節約することによってもたらされる資金）が投下されている諸項目に関する計算、
書とみなされるのである。
　この傾向に密接に関連しているのが財務諸表の利用者に対する資金計算書の重
　　　　　　　　（19）
要性の増加である。
　ところで，このような資金的会計観の立場に立つホーキンスは，繰延法人
税に関して独特の見解を表明している。以下の抜粋から，彼の，資金的会計
観に立った繰延法人税の理解の様が明らかとなろう。
　過去において繰延法人税の問題は，当該繰延額が伝統的会計の意味で負債と言
えるかどうかを巡って論じられてきた。しかし，貸借対照表の貸方は外部から得
られた会社資金源泉のその時点での状態を示すと看倣されるならば，これまでに
なされて来た議論は不適切なものになってしまう。問題は次のように設定される
べきである：その繰延べは貸借対照表の貸方に開示されるに相応しい重要な資金
の源泉であるか？包括的配分を支持することによって，会計原則審議会は，これ
（18）Sprouse　1971はこれをstatic　funds　statement　viewと名づけている。
（19）　Hawkins　1969，　p．　38．
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が意味のある資金の源泉であり，かつ，それを利益に包めるのは誤りであること
を示した。
　この資金的アプローチは，これまでの審議会のいくつかの意見書において暗黙
のうちに展開されていたのであるが，伝統的会計では適切に答えることの出来な
い貸借対照表項目の多くに満足の行く説明をするよう拡大されうるであろう。……
　有意義かつ公正な開示の基準に照らしてみれば，包括的配分アプローチは，我
々の現行経済環境における重要な資本の源泉．税支払いを延期することによっ
て企業に留保された資本　　を区別して開示するためのメカニズムを提供するの
である。
　連邦政府によって認められた納税申告書と損益計算書の間の有利な年度帰属差
異（timing　difference）は，財政状態およびそれに関連する資金フローに累積的
に有利な影響を与える。それらは，帳簿上（わ利益と申告書上の利益との間の年度
帰属差異の恒久化を通して，会社が税の支払いを延期する限り，経営者に対して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）無限に無利息の利用可能資金を提供するのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）　ホーキンスのこの主張はAPB意見書第11号の公表が契機となってい，る。
もっとも，同意見書は収益と費用の対応を重視していることは明らかである
が122）繰延法入税を資金の源泉と解してはいないことは注意を要する。「この資
金的アプローチは，これまでの審議会のいくつかの意見書において暗黙のう
ちに展開されていた」とホーキンスは言うが，APBの公式意見のどの部分が
資金的アプローチを反映しているかは明らかにされていない。
（20）　Hawkins　1968，　p．　30．
（21）　APB　Opinion　No．11，　Accounting　for　lncome　Taxes，　December　1967．
（22）たとえば同意見書はパラグラフ31で次のように述べている。その考え方に照らせば，
　　「包括的配分は，利益決定の基本的プロセスのひとつである収益と費用の対応と，よ
　り完全かっ一貫した結びつきを得ることになる。」また，パラグラフ35で次のように述
　べている。「それによって法人税費用の測定は，営業の成果の決定における収益と費用
　の対応プロセスの首尾一貫した不可欠の一部となるのである。」
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　　4．ホーキンス説の検討
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）　このホーキンスの主張は翌年にL．レブジンによって批判される。以下，
ホーキンスとレブジンの間でやりとりのあった三つの論点について検討を加
えておこう。
　検討すべき第一の点は，ホーキンスの次の主張である。
　包括的配分を支持することによって，会計原則審議会は，これが意昧のある資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（241金の源泉であり，かつ，それを利益に含めるのは誤りであることを示した。
　ここで言う「利益に含める」とは，フロースルー法を採用することによっ
て，繰延法人税に相当する額だけ利益を相対的に大きくすることを意凝して
いる。
　この点に対してレブジンは次のように批判する。
　ホーキンス教授の叙述からは，何故，繰延の影響額を利益に（従って貸借対照表
の持分の区分に）含めることが誤りであるのかが明らかでない。利益もまた「意
味のある資金の源泉」ではないのか？　フロースルーの支持者は，配分を支持す
るホーキンスによって持出されたのと同じ資金フローの論理を用いて，彼等の立
場を採用することの貸借対照表への影響を正当化することは出来ないのか？　両
方の質問に肯定的な答えが返ってくる以上，貸方繰延額の性質に関する資金の源
泉説は，正当化の根拠として不充分なものと考えられる。それは対立している両
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25）方の側の立場を等しく擁護することになるからである。
（23）　Lawrence　Revsine，　“Some　Controversy　Concerning　‘Controversial　Account－
　ing　Changes’　；’　The　Accounting　Review，　April　1969，　pp．354－358．
（24）　Hawkins　1968，　p，30．
（25）　Revsine　1969，　p．355．
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　フロースルー法を採用することと包括的配分法を採用することの具体的な
差異は，貸借対照表の貸方に繰延法入税なる項目が別記されるか留保利益の
中に穏れてしまうかにある。このレブジンの主張は，繰延法人税に関する基
礎的理解の節で明らかにした内容に照らして真実である。貸方繰延法人税も
留保利益も供に貸借対照表の貸方に配されることは事実である。従って貸方
は資金の源泉であるという資金的アプローチによって一：方を否定して一方を
肯定することは当を得ないのである。
　フロースルー法を採用するか包括的配分法を採用するかの判断は，資金的
貸借対照表観とは無関係なところで行なわれたと見るべきである。意見書11
号は幾つかの箇所で包括的配分法が対応原則に基づく利益決定の不可欠の一
　　　　　　　　　　　　　（26）
部であることを表明しているδさらに同意見書には資金的思考は存在してい
ない。従ってこの論点に関してホーキンスの勇み足があったと考えられるの
である。包括的配分法を支持するかフロースルー法を支持するかの判断が資
金的会計観と無関係におこなわれたとすれば，ホーキンスの犯した誤りが明
らかとなろう。すなわち，「包括的配分を支持することによって，会計原則
審議会は，これが意味のある資金の源泉であり，それを利益に含めるのは誤
りであることを示した」というホーキンスの主張は，資金的会計観の適用領
域を広げたいがために，事実に反することを述べて自説を補強したとみなさ
れてもしかたがないのである。
　検討すべき第二の点は，ホーキンスの次の主張である。
　連邦政府によって認められた納税申告書と損益計算書との間の有利な年度帰属
差異は，財政状態およびそれに関連する資金フローに累積的に有利な影響を与え
る。それらは，帳簿上の利益と申告書上の利益との間の年度帰属差異の恒久化を
（26）APB意見書　第11号，パラグラフ31およびパラグラフ35。
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通して，会社が税の支払いを延期する限り，経営者に対して無限に無利息の利用
　　　　　　　　　　　（27）可能資金を提供するのである。
　ここに言う年度帰属差異の恒久化とは，年度帰属差異を生ぜしめる取引が
繰返し行なわれることにより，貸方繰延が半ば永久化することを意味してい
る。もっとも，年度帰属差異が垣久化するとしないとに係わらず，ホーキン
スは，有利な年度帰属差異は企業に利用可能資金をもたらすと考えている。
この考えに対してレブジンは次のように批判する。
　彼は，実在する寛大な税規制そのものが企業に対して資金フローの恩典をもた
らすと主張する。しかしながら，税の支払いそれ自体は明らかに資金の流出であ
る；流出を資金流入の恩典とは言い難い。この有利なフローの主張を正当化する
唯一一の根拠は，より「寛大な」税制のもとでの税の支払い額と，それほどには寛
大でない法のもとなら支払うことが義務づけられたであろう額との，仮定の比較
　　　　　　　　　　　　　　　　（28）（implicit　comparison）にあるのである。
　確かに，資金を使用しなかったこと，あるいは，資金の使用を節約したこ
とは決して資金が流入したことを意味しない。さもなければ，資本支出計画
において退けられた代替案が資金の源泉だということにもなりかねない。繰
延法人税によって示される金額は，現実に与えられた税の恩典をうまく利用
したことによって支払いが延期された税額を意味する。これは，その額だけ
資金が流入したことを意味するのではなく，税の恩典を利用しなかった場合
に比べて，支払いが延期されている額があるごとを意味しているのである。
　しかしながら，ホーキンスは次のように述べて自説を補強する。
（27）　Hawkins　1968，　p．30，　32．
（28）　Revsine　1969，　pp．356－357．
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　この批判の誤りは，何が資金を造り出すかに関して間違った仮定をするところ
にある。資金は帳簿項目と税項目の年度帰属差異から生ずるのであって，収益お
よび費用の税務上の認識について実際に行なわれた年度帰属と他の代替的方法の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（29）年度帰属との差異から生ずるのではないのである。
　このホーキンスの主張をわかり易くするために，比較の関係を図式化して
みるのが良いであろう。
　　　　　　　　　　　　　税目的　　　　　　会計目的
　　　　　　　　　　圃甲張
　　　　　　　　　　（b）定額法償却　　（c）定額法償却
　たとえば税目的で〈a＞の加速度償却を採用し，（b）の定額法償却を棄却したと
しても年度帰属差異は生じないが，税目的での（a）と会計目的での（b）の比較だ
と年度帰属差異が生ずると述べているのである。
　年度帰属差異が何と何を比較した時に生ずるかに関するホーキンスの説明
それ自体は間違っていない。しかし，仮定の比較から資金の源泉は生じない
という批判に対する反論としては，彼は何も答えていない。彼が，（a）と（b）の
比較は仮定の比較であって，それからは資金は生じないが，（a）と（c）の比較は
年度帰属差異を生じてそれが資金を生み出すというのであれば，それは誰弁
に過ぎない。（b＞も（c）も金額が等しいのであるから，すべては同じ比較をして
いるに過ぎないからである。「繰延法人税は，相対的な税支払いの延期によっ
て，手許資金に余裕を生ぜしめる，という意味で，資金的に貢献するのであ
って，具体的に外部から資金が流入するのでないことは明らかである。
　検討すべき第三の点は，繰延法人税が資金計算書上で営業活動からの資金
を求める際に，減価償却費と並んで純利益に対して加え戻される点である。
（29）　Hawkins　1969，　p．40．
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こ口ことは，減価償却が資金の源泉でないのと同じ理由で，繰延法人税も非
資金項目であることを示している。「繰延法人税は技術的修正であり，それ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3e）が資金の源泉でないことは明らかである」というレブジンの主張はもっとも
のように思われる。
　ホーキンスは減価償却が資金の源泉でないことは認める。その上で彼は次
のように言う。
　　繰延法人税はその性質において減価償却と異なる。そしてこの違いが，繰延法
　　人税をして真の資金の源泉たらしめているのである。繰延法人税はそれが生じた
　　会計期間に関連しているのであり，減価償却のようにある過去の期に関連してい
　　るのではない。資金は，徴税当局に対する現金支払いのタイミングの延期，およ
　　び，税目的での費用認識パターンは帳簿目的では適切でないとする経営者の意思
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（31）　　決定によって，当該期に獲得されるのである。
　減価償却は過去の期に関連しているとホーキンスは言うが，償却性資産を
取得した期の減価償却は，当該期に関連するのであって過去の期に関連する
のではない。従って，かかわりのある期が過去か現在かで，繰延法人税と減
価償却の性質の違いの根拠とするのはかならずしも正しくないであろう。た
だ，いったん計上された減価償却費に関連して繰延法人税が生ずることを考
えれば，減価償却と繰延法人税の認識時点に微妙なズレがあることは明らか
である。しかし，それでもなお，当期の資金流出をともなわない当期の費用
に関連している点で，減価償却も繰延決人税も同じ性質を持つことは明らか
なのである。
　以上要するに，ホーキンスは，税の恩典を受けることと，繰延法人税を認
識することを混同している。税の恩典は繰延法人税を計上しなくとも，すな
（30）　Revsine　！969，　p．　356．
（31）　Hawkins　1969，　p．40．
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わち，フロースルー法を採用することによっても獲得されるものである。繰
延法人税が税効果を表わしていることは確かである。しかし，それがそのま
ま資金の源泉を意味しているとは言い難いのである。
5．結
　資金的貸借対照表観を貸借対照表諸項目に規範的に適用することは，かっ
ては，A．　B．カーソンによってなされた。カーソンは，貸借対照表は資金の源
泉と運用を表示するという前提に立つならば，代替的会計処理方法が存在す
る場合には，現実の資金フローをより良く反映する方の会計処理を採用すべ
きと論じて，繰延法人税が計上される包括的配分法よりはフロースルー法の
方が好ましいとする。これに対して，D．F．ホーキンスも同じく資金的貸
借対照表観に立つのであるが，包括的配分法を選好し，その結果生ずる繰延
法人税は資金の源泉であるから貸借対照表の貸方に計上できると論じ，さら
に，この結論をもって包括的配分法支持の根拠とした。
　ホーキンスが巡理論に陥っていることは明らかである。繰延法人税が真の
資金の源泉か否かが明らかにされねばならない。
　繰延法人税は次のすべての条件が整った時に貸借対照表に計上される。
　1．法人税を費用とみなす。
　2．年度帰属差異が生ずる代替的会計手続を税法が容認する。，
　3．確定決算基準が強制されない。別の言い方をすれば，同一事象につい
　　て税目的と会計目的が異なる会計処理をすることが許される。
　4．企業が税目的と会計目的で異なる会計処理をする。（この場合，利益の
　　計上が遅れる方の会計処理を税目的で採用するのが合理的であることは
　　明らか。）
　5．法人税費用を会計上の税引前利益に基づいて計上する。（法人税費用
　　を申告書上で計算された課税所得に基づいた額一未払法人税額一で
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　　計上するのがフロースルー法である。）
　従って，フV一スルー法を採用しようが，包括的配分法を採用しようが，
税目的で利益の計上が繰延べられる会計処理を採用しさえずれば，企業は税
の恩典を亨受できるのである。すなわち，上記4の段階で，企業は税支払い
が無利子で繰延べられる権利を得ている。従って，このような税務政策を採
用するかぎりは，繰延法人税を計上すると否とにかかわらず，企業資金にな
んらかの余裕がもたらされるのである。
　しかしながら，この余裕は支払いが延期されること・から生ずる余裕であっ
て，決して外部から資金が調達されたことから生ずる余裕ではない。従って，
繰延法人税を計上することは，税支払いが延期されたことを反映するのでは
あるが，これが「資金の源泉とその運用」という脈絡での資金の源泉とは言
い難いのである。この理由をもってホーキンスの主張は退けられるであろう。
ホーキンスの主張は資金的貸借対照表観の誤用であると言わねばならない。
　本来の資金的貸借対照表観は，貸借対照表を資金的に解釈するにとどまる。
もし，税効果会計に対して資金的貸借対照表観を規範的に適用するのであれ
ば，むしろ繰延法人税のごとき資金の源泉ならざる項目が貸借対照表貸方に
計上されないフロースルー法を採用することが勧告されるべきものである。
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